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モデル事業の目指す姿とゴール
福祉×金融の目指す姿

1

高齢者

金融機関 自治体・福祉

家族

社会包摂のための新たな金融サービス（FIS=Financial Inclusive Service）を共同開発

金融機関職員が認知機能低下が疑われ
る高齢顧客を発見し、自治体・福祉関
係機関に対して顧客情報を提供するに
際し、社会福祉法「重層的支援体制整
備事業（支援会議）」等の仕組みを活
用することで法的な安全性を担保した

連携スキームを構築すること

来店 相談

発見 支援

情報提供

見守り協定 ・警察
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発見・連携における検討課題
金融機関のもやもやにどう応えるのか
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発見 連携

どのような人
を連携したら
いいのか？

本人や家族か
らクレームが
来ないか？

個人情報保護
法違反になら
ないか？

連携後はどう
なるのか・ど
うするのか？

気づきシート活用で理解向上 本人特定情報（氏名・連絡先・状況）で十分

AIアプリの活用も視野

自治体側の今後の課題

FISの共同開発支援会議ガイドライン →金福連携明確化のため厚生労働省へ改正要望

金融分野ガイドライン →長寿社会に相応しいルールへ金融庁に改正要望

支援会議では情報源は秘匿

高齢社会対策大綱（個人情報保護
法の適用除外となる重層的支援体
制整備事業の支援会議の枠組みに

金融機関の参加を促進）※

※p31～32参照。https://www8.cao.go.jp/kourei/measure/taikou/pdf/p_honbun_r06.pdf
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モデル事業の進捗状況
問題意識によって様々なバリエーションが存在
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Phase進化

態勢
整備

実践
活動

Phase1.0 Phase2.0

活動内容

墨田区

焼津市

京丹後市
世田谷区

見守りネットワーク

原型モデル→普及啓発・水平展開

原型モデル：複数金融機関

緊急対応時の金銭管理

特徴 候補先の自治体

国立市

大阪市
住之江区

杵築市

西脇市

長岡京市

和泉市
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連携による福祉と金融の想定されるメリット
仕組化とルール創りによる社会問題の解決
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高齢者

金融機関 自治体・福祉・警察

家族

⚫自立的な日常金銭管理

⚫リスクとコストの低減
⚫FIS・終身サポート事業支援
⚫相続・承継ビジネスの拡大

⚫重層事業の発展で役割が変化
⚫将来のコストや負担の軽減
⚫人材の育成

高齢者対応負担調査

⚫身守られない
見守り

仕組化・ルール創り

ソーシャルビジネス

⚫Well-beingの向上

DX化

老後生活意識調査
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モデル事業の今後の最重要課題
意識を変えるためのルール創り
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意識 ルール

認知機能の低下を認めたくない
→自ら相談する・支援を求める

高齢者ステータスの向上

連携後のフィードバック

認知症あんしん宣言

金融機関の発見と連携が消極的
→自治体・包括に積極的に連携

認知症が自分事になっていない
→認知機能低下でも困らない街
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